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所とした．
2 . 2   調査期間
　平成23年11月～平成24年1月．
2 . 3   調査方法
　訪問看護ステーション（以下，訪看）を対象とし
た訪問看護管理者研修，および3箇所の地域包括支
援センター主催の居宅介護支援事業所（以下，居
宅）対象の研修会に参加した事業所に，研究の趣旨
および目的を説明し直接配布した．それ以外の事業
所は管理者宛てに無記名自記式質問紙を郵送した．
回答は封筒に入れ郵送してもらい回収した．
2 . 4   調査内容
　調査内容は，事業所の特徴，利用者の排尿方法，
排尿管理の実態とした．事業所の特徴は，利用者
数，および利用者の性別，年齢，要介護度について
回答を求めた．利用者の排尿方法は，居宅における
65歳以上の利用者について事業所が把握している日
中の排尿方法について回答を求めた．排尿管理の実
態は「おむつ利用者の排泄援助」について居宅には
居宅サービス事業所へのおむつ交換の依頼の有無と
依頼する居宅サービスの種類，訪看はおむつ交換を
目的とした訪問の有無について，それぞれ回答を求
めた．次に「排尿管理に必要な情報」は，独自に作
成した20項目の情報について訪看と居宅に複数回答
で回答を求めた．さらに「排尿日誌の活用状況」に
ついて，訪看と居宅に「よくある」から「全くな
い」までの4段階で回答を求め，訪看には残尿測定
の実施状況についても回答を求めた．加えて訪看と
居宅に排尿日誌が必要と判断する状況を独自に作成
した8項目の内容について複数で回答を求めた．
2 . 5   分析方法
　事業所の属性および排尿方法については，事業所
ごとに割合を算出し平均値を求めた．そして，排尿
1 .  緒言
　後藤ら1）は訪問看護ステーションを利用する高齢
者について尿失禁を有する高齢者が多いことを明ら
かにし，その排尿管理は十分ではないことを指摘し
ている．排尿管理とは，尿失禁に対して安易におむ
つを使用するのではなく失禁している原因をアセス
メントし，対象者の膀胱機能に応じた排尿方法を選
択することである．尿失禁は運動・認知機能の低下
や介護不足を原因とする機能性尿失禁だけでなく尿
閉や頻尿などの膀胱機能の異常が原因で生じている
場合もある．そのために近年，高齢者施設では医療
の対応が必要な尿失禁を判断するために排尿日誌が
活用されている2）．在宅では家族介護者の介護負担
を増大させる可能性があり排尿日誌の活用が困難な
現状であるが，在宅においても膀胱機能のアセスメ
ントは必要であり，訪問看護はその役割を担うこと
が期待される．先行研究において，このような在宅
要介護高齢者を対象とした排尿管理の実態調査は少
ない3）．そこで本研究では，在宅要介護高齢者に対
する訪問看護ステーションおよび居宅介護支援事業
所が実施している排尿管理の実態を明らかにすると
ともに，訪問看護ステーションにおける排尿管理の
特性を検討する．
2 .  研究方法
2 . 1   調査対象
　平成23年10月14日現在にA県内の介護情報公表シ
ステムで公表された訪問看護ステーション92箇所
と居宅介護支援事業所419箇所の管理者を対象とし
た．尚，訪問看護ステーションについては閉鎖され
た2事業所を除外し未登録の3事業所を追加し93箇所
とした．居宅介護支援事業所については，閉鎖され
た3事業所を除外し未登録の1個所を追加した417箇
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管理のために必要な情報，排尿日誌の活用状況，残
尿測定の実施は度数を求めた．尚，欠損値は無回答
として処理した．
2 . 6   倫理的配慮
　文書に研究の趣旨と内容，研究への参加は自由意
思とし研究の公表の際には事業所が特定されないよ
うに配慮することなど，倫理的配慮を記載し管理者
に依頼した．返信用封筒を同封し返信をもって同意
とした．川崎医療福祉大学倫理委員会の承認を得た
（承認番号288）．
3 .  結果
　分析対象は，居宅は回答の得られた151箇所（回
収率36.2%）のうち，65歳以上の利用者数が明確
で利用者の排尿方法の記載もれがない139箇所（有
効回答率33.3%），訪看は，回答の得られた45箇所
（回収率48.4%）のうち，65歳以上の利用者数が明
確な41箇所（有効回答率44.１%）とした．
3 . 1   対象とした事業所の特徴
　対象とした事業所の特徴を表1に示す．事業所の
要介護度について最も高い割合を示したのは，訪看
においては要介護5で31.2%，居宅は要介護1で32.8%
であった．
3 . 2   在宅要介護高齢者の排尿方法
　居宅において，事業所が把握している利用者の日
中の排尿方法は，図1に示すように「パットを併用
しトイレで排尿」が47.9％で最も多かった．ついで
「トイレで排尿」の35.3％で，「おむつに排尿」は
14.8％であった．
3 . 3   事業所における排尿管理の状況
3 . 3 . 1   居宅におけるおむつ交換の依頼の状況
　おむつ利用者のうち居宅サービス事業所に排尿援
助を目的として援助を依頼している居宅は，無回答
の15箇所を除いた124箇所のうち108箇所（87.1%）
であった．また依頼した居宅サービスの種類は，
多いものから順に「ヘルパーステーション」が96
箇所（88.9%），「デイサービス・デイケア」が
80箇所（74.1%），「ショートステイ」が68箇所
（63.0%），「訪問看護ステーション」が51箇所
（47.2%），「その他」が11箇所（10.2%）であった
（複数回答）．
3 . 3 . 2    訪看におけるおむつ交換を目的とした訪
問の有無
　おむつ利用者のおむつ交換を目的として訪問して
いる訪看は，28箇所（68.3%）であった．
3 . 3 . 3   排尿管理に必要な情報（複数回答）
　訪看において排尿管理の際に必要としている情
報は図2に示すように「現在の排尿状態」が38件
訪看 居宅
平均値 28.6 67.8
最小値 6 3
最大値 72 360
男性 42.8 32.7
女性 57.2 67.2
94.3 97.0
要介護１ 17.1 32.8
要介護2 16.0 27.5
要介護3 15.1 18.1
要介護4 17.7 11.6
要介護5 31.2 9.3
要介護度別の割合（%）
表１　対象とした事業所の特徴
事業所の利用者数（人）
利用者の性別の割合（%）
65歳以上の割合（%）
表１　対象とした事業所の特徴
 
図 1 居宅における利用者の排尿方法 
(%)
図１　居宅における利用者の排尿方法
 
図 2 訪看における排尿管理の際に必要としている情報(複数回答) 
＊重要な情報として選択された 3 つの項目（上位の 3 項目を示す） 
※
※
※
図２　 訪看における排尿管理の際に必要としている情報
（複数回答）
＊重要な情報として選択された3つの項目（上位の3項目を示す）
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（92.7%）と最も多く，次いで「尿意の有無」が37
件（90.2%），「家族の介護力」36件（87.8%），
「家族の介護負担感」が33件（80.5%）で，「残
尿量」は，18件（43.9%）であった．さらに，訪看
が情報の中で重要な項目を3つ選択した結果は「現
在の排尿状態」が23件（18.7%）で最も多く，次い
で「尿意の有無」が20件（16.3%），「家族の介護
力」が19件（15.4%）であった．また，居宅では図3
に示すように「尿意の有無」と「移動能力」が118
件（84.9%）で最も多く，次いで「家族の介護力」
が113件（81.3%），「家族の介護負担感」が111件
（79.9%），「残尿量」は16件（11.5%）であった．
さらに，居宅が情報の中で重要な項目を3つ選択し
た結果は「尿意の有無」が64件（15.3%）で最も多
く，次いで「家族の介護力」が52件（12.5%），
「移動能力」が47件（11.3%）であった．
3 . 3 . 4    訪看における排尿日誌活用と残尿測定実
施状況
　排尿日誌活用と残尿測定実施の状況を表2に示
す．訪看における排尿日誌の活用状況は，「少しあ
る」が18件（43.9%）で最も多く，次いで「ほとん
どない」が10件（24.4%）であった．さらに，訪看
における残尿測定の実施状況は「全くない」が18件
（43.9%）で最も多く，次いで「少しある」が12件
（29.3%）であった．排尿日誌の活用について「よ
くある」「少しある」と回答した訪看が「排尿日誌
や残尿測定が必要と判断される状況（複数回答）」
をまとめたものを表3に示す．排尿日誌や残尿測定
が必要と判断される状況は，多いものから順に「頻
尿がある」が15件（60.0%），「排尿困難がある」
が14件（56.0%），「尿閉がある」が13件（52.0%）
で，「尿失禁がある」は12件（48.0%）であった．
3 . 3 . 5   居宅における排尿日誌の活用状況
　居宅において排尿日誌の記載を依頼した状況は
「少しある」が63件（45.3%）と最も多く，次いで
「ほとんどない」が36件（25.9%）であった（表
2）．排尿日誌の活用について「よくある」「少し
ある」と回答した居宅が「排尿日誌が必要と判断さ
れる状況（複数回答）」は，多いものから順に「状
態の改善が期待」で43件（60.6%），「頻尿があ
る」が37件（52.1%），「家族に負担がある」が34
件（47.9%）で，「尿失禁がある」は26件（36.6%）
であった（表3）．
4 .  考察
4 . 1   事業所の特徴
　対象とした事業所における利用者の平均人数は，
訪看においては28.6人と厚生労働省の調査4）による
全国平均より少ない人数であったが，居宅において
はほぼ平均並みの利用者数であった．事業所利用者
の要介護度の構成割合について，訪看は要介護度5
 
図 3 居宅における排尿管理の際に必要としている情報(複数回答) 
＊重要な情報として選択された 3 つの項目（上位の 3 項目を示す） 
(件)
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図３　 居宅における排尿管理の際に必要としている情報
（複数回答）
＊重要な情報として選択された3つ 項目（上位の3項目を示す）
訪看 n=25 居宅　n=71
頻尿がある 15（60.0） 37（52.1）
尿閉がある 13（52.0） 32（45.1）
排尿困難がある 14（56.0） 32（45.1）
尿失禁がある 12（48.0） 26（36.6）
不満や苦痛がある 11（44.0） 28（39.4）
家族に負担がある 7（28.0） 34（47.9）
状態の改善が期待 8（32.0） 43（60.6）
その他 5(20.0） 18（25.4）
表3　排尿日誌が必要と判断される状況　件(%)３ 排 （％）
よくある 少しある ほとんどない 全くない 無回答
訪看 7（17.1） 　18（43.9） 　10（24.4） 　6（14.6） 0（0.0）
居宅 8（5．8） 63（45.3） 36（25.9） 30（21.6）  2（1.4）
訪看 　1（2.4） 　12（29.3） 10（24.4） 18（43.9） 0（0.0）
表2  排尿日誌活用と残尿測定実施の状況　居宅n=139・訪看 n= 4
排尿日誌の活用状況　件(%)
残尿測定の実施状況　件(%)
表２　 と 測定実施の状況　居宅n=139 訪看n=41
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が31.2%と全国平均より高い割合を示し要介護度が
重度の傾向を示した．また，居宅は全国平均に近い
値であった．
4 . 2    尿失禁を持つ要在宅高齢者の実態と排尿援助
における課題
4 . 2 . 1    在宅要介護高齢者の排尿方法からみた尿
失禁の実態
　居宅における在宅要介護高齢者の排尿方法のうち
「パットを併用しトイレ」の47.9%と「おむつ」の
14.8%の約6割の利用者が何らかの尿失禁を有してい
ると考えられる．施設高齢者を対象とした後藤ら5） 
や夏目ら6）の報告や，65歳以上の訪問看護ステー
ションの利用者を対象とした後藤ら1）の報告と同様
の結果であった．本研究においても尿失禁を有する
在宅要介護高齢者の割合は高いことが示唆された．
また，「パットを併用しトイレ」の割合が高くなっ
た理由は，居宅では利用者の要介護1と2の割合が高
いためと推測される．
4 . 2 . 2   排尿管理の実態からみた排尿援助の課題
　訪看と居宅はともに，排尿管理に重要な情報とし
て「尿意の有無」と「家族の介護力」を選択してお
り，在宅の排尿管理は「家族の介護力」の影響を強
く受けていることが推測される．この他，「移動能
力」や「現在の排尿状態」も必要な情報として選択
されていた．一方，「残尿量」や「一回排尿量」
「排尿時間」などの膀胱機能に関する項目は，排尿
管理に必要な情報として選択する事業所は少なかっ
た．さらに排尿日誌の活用状況も訪看と居宅ともに
それほど多くなく，排尿日誌を活用する事業所にお
いても尿失禁の際には十分な活用に至っていないこ
とが示唆された．これは，在宅における排尿管理は
家族の介護力と高齢者の移動能力や現在の排尿状態
などの現状を維持することに主眼がおかれ援助が決
定されていることを意味していると考えられる．病
院から退院する際の高齢者の排尿管理は十分とはい
えない状況があり1），在宅で長期療養生活を送る利
用者の中には排尿機能が変化している可能性もあ
る．したがって，現状を維持する排尿管理は高齢者
自身の排尿機能を活かした援助ができにくく，溢流
性尿失禁など緊急を要する尿失禁を見逃してしまう
可能性も否めない．岩坪ら7）は尿失禁時の排尿日誌
を活用した膀胱機能のアセスメントの重要性を指摘
しており，在宅においても排尿日誌を活用し高齢者
自身の膀胱機能をアセスメントして援助の方向性を
決定することが重要であると考える．その際は，家
族の介護負担について十分に検討する必要がある．
　また居宅は，利用者の状態が改善すると期待した
ときに排尿日誌が必要と判断している事業所が多い
ことも明らかになった．これは居宅が利用者の生活
上のニーズから居宅サービス計画を作成することを
目的としているためと考えられる．訪看においては
居宅と連携をとり利用者の生活を中心に据えた膀胱
機能を含めた排尿機能のアセスメントが期待され
る．しかし居宅が排尿援助を目的として事業所へ依
頼する状況は多いが，訪看への依頼は約半数で訪看
の活用は多いとは言えず排尿援助における訪看のさ
らなる活躍が期待される．
　本研究は，在宅要介護高齢者に対する居宅が実施
している排尿管理の実態を明らかにしたものであ
る．加えて，膀胱機能をアセスメントし医療的な介
入を判断していると考えられる訪看も対象とした．
他の居宅サービスにおいてもサービスの種類により
排尿管理の特徴があると考えられ，今後，他の居宅
サービスについて調査することが必要である．
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